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電力企業を含めあらゆる企業経営において，原価はその企業の活動成果を示
す指標となる。また，価格（料金〉は，企業の収益とその水準を規定する。本
稿では，このような経営成果測定機能をもっ原価と価格について考察する。そ
こで，まず最初に社会主義企業経営における原価と価格について検討する。つ
いで，電力企業における原価と料金の問題をとりあっかう。最後に，ソビ、エト
の企業経営において重要な役割を果たすホズラスチョート（経営計算）につい
て考察を行う。
I .社会主義企業経営における原価と価格
原価は，製品の生産・実現にむけて企業が支出した総量を貨幣で表示したも
のであり，経営の結果を示す指標となる。具体的には，原価は，物的資源およ
び労働資源の利用水準，新技術・先進的技術の導入成果，労働・生産組織の水
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準，管理の合理性を示すものと言われる。そこで，本節では，このように重要
な意義を持つ原価を原価計画の内容にそくして検討する。
原価計画は，原価の計算（生産予算，単位原価の算出〉と原価の引下げ施策
からなる。原価の計算は，今期の経営成果を正確に把握するためだけでなく次
期の経営改善のための前提資料ともなる。つまり，原価の計算は，過去の結果
の総括であると同時に，将来につながるものとなる。
原価の計算の前提となる費用区分は，経済エレメントによる分類（Kλa
c c HφM Ka UH兄口 0 9 K 0 H 0 M M可 e C K H M 9λe Me H 一
T a M）と計算項目にたよる分類（ K 刀 a c c MφM K a U H兄 n 0 K -
aλb K y刀兄 UHOHHblM CTaT b 只 M）とに二分される（表－ 1. 
参照〉。前者は，経済的同質性を基準にして費用を区分したものであり，後者
は，生産上の用途にしたがって費用を区分したものである。それぞれの区分に
したがって，原価が各々計算される。
なお，両者は経営管理上の機能においても異なった役割をはたす。エレメン
トによる分類によっては，総生産費の把握が行われ，また企業の原価構成を知
(1) TI o江 0 6山・ p eぇ． B.B.OcM OλO BcKoro, OpraHH3一
a H U 兄， n JI a H H p 0 B a H H e H y n p a B刀 e H H e .U e 兄 T eλ － 
bHOCTblO npOMbl山 JIe H H o r o o 6も e」lH H e H M兄， B bl山
3白山 a 兄 山 K Oλa, 1984, c. 296. 
(2) T a M )[{ e , c . 2 9 7 
(3) 費用区分の基準が異なるため，名称が同じでもエレメント法による費用と項目法に
よる費用とでは内容が異なる。例えば，賃金費の場合，エレメント法においては全て
の生産的従業員に対する賃金の支払額が計上され，他方，項目法においては特定の製
品の産出に直接関与した労働者（ p a 6 o可 M e）と技術者（ HH)[{eHepHo-
T e X H M可 e CKHe pa60THHKH）の賃金だけが計上される。
A. r. 0MapOBCK M 政， 3KOHOMHKa npOH3B O瓦 C T B e H 
HblX 061コe江 M H e H M抗， MrY, 1984, c, 185, 188，参照。
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費用のグ、ループ化
生産予算 支出計算項目
1 .原料・基本物資（スクラップの再 1.原料・基本物資・半製品（スクラップの再生
生は除く） は除く〉
補助物資 2.不合格品←）
燃料 3.生産用の補助物資
基本・追加賃金 4.生産用の燃料
エネルギー 5.生産用のエネルギー
社会保険控除 6.現場で作業する人員の基本・追加賃金
減価償却 7.現場で作業する人員に対する社会保険控除
その他の支出（地質調査を含む） 8.生産準備費（新技術導入費を含む）
9.設備の操業費
生産費の総計 10.職場費
総生産高に入らないサービスへの11.副次的半製品（→
支出
10.次期の支出残高の変化
11.予定される支出
12.仕掛品残高の変化
職場原価
12.総工場費
13.仕掛品
14.副産物（→
15.不合格品による損失
16.その他の生産費
表－ 1
????
9 
生産原価
13.生産外費
商品生産物の完全原価 生産原価
17.生産外費
商品生産物の完全原価
日o江. p e江. H. T. fλY山 K OB a, 3KOHOMHKa UB-
e T H O 白 MeTaJIJIYPrHH CCCP, MeTaJIJIYPrH-
只， 1983,c. 2 2 6 
（出所〉
ることができる。他方，個々の製品ごとの原価の算出は，計算項目による分類
にしたがって行われる。このように，総生産費，費用構成および個々の製品の
原価といった企業経営において不可欠な資料がこれらの分類法によってもたら
原価計画および企業経営にとって重要なことは，計算の結果えられた原価を
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される。
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もとに，それを引下げてし、く施策の検討である。特に，企業規模や国民経済が
巨大化すればするほど，原価引下げのもつ効果は大きくなる（表－ 2.参照、）。
また，個々の企業にとっても，原価の引下げは利潤の増大と収益性の向上の重
要な源泉となる。
原価引下げの可能性は，技術－経済的要因ごとに考察される（表－ 3.参
照、）っこれらの要因のなかで，最も大きな影響力をもつのは（1）の技術水準の向
上である。だが，企業努力の中心となるのは（2）の生産・労働組織の改善である。
社会主義経済の場合，重要な投資は国家によって中央で決定されるため，個々
の企業が投資基金を個別に蓄積して大規模な技術革新を図るということはあま
り起こりえない（表－ 4.参照〉それゆえ，企業自身の内部努力によって原価
を引下げようとする場合，組織上の合理化が中心となる。（4）・（5）は，企業に
表－ 2 原価 1%の引下げが国民経済に与える効果
（単位：億ルーブル〉
年 次 効 果
1940 1.5 
1965 20 
1970 30 
1980 50以上
（出所） C. A. Cap K H C兄 H, A. 3. CT a pH K, 3 K O一
HOMHKa aBHaUHOHHOH OPOMbIWJie H 一
HOCTH, BbIC山 a只山 K O 刀 a, 1985, c. 147. 
(4）口 o江 p e江. r. A. ErHa3apHHa, A. r. 0MpOBCKOr 
Q. 3KOHOMHKa COUHQJIHCT M 可 e C K O白口 POMWbIJie-
HHOCTH, MfY, 1983, C. 207.参照。
(5) T a M )!( e , c . 2 1 1 .参照。
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表－ 3 原価に影響を与える要因
生産の技術水準の向上（導入された技術の向上，生産過程の機械化と
自動化，製品の構造と技術特性の変化，新素材の導入と利用の改善，
その他〉
2. 生産と労働の組織の改善（生産の専門化の発展，労働・生産補助組織
の改善，生産管理組織の改善と管理費の切り下げ，固定フォンド・物
資利用および補給の改善，輸送手段の損失の縮小，損失による費用の
根絶，その他）
3. 生産高と構造の変化（生産高の増大による準固定費の相対的低下，減
価償却の相対的低下，品質の向上）
4. 天然資源利用の改善（土地の生産性および採掘方法の変化，資源構成
と質の変化および採掘に際しての準備活動の変化）
5. 部門的要因，その他の要因（現存の企業における生産の準備・開発，
新企業の設立，配置の改善，価格・料金・減価償却ノルマ・賃金条件
の変化，個々の部門における技術・生産組織上の特性から派生するそ
の他の要因）
（出所〉 f1 0 江 p e江． r. A. ErHa3a p 只 H a, A. E. 0 M 
apoBCKOIO, 3KOHOMHKa CO UH aλH C T 
H 4 e C K O白 n p 0 M bl山刀 e H H o c T H , Mr Y. 1983. 
c .215. 
とって外部的な要因である。なお，（3）は，（1）～（5）のあらゆる要因によって生じ
るものである。
経営管理，特に経営成果の測定において原価とならんで重要な役割をになう
のが価格である。価格は，社会主義経済の下で以下のような機能をはたすの
① 計画一計算機能
② 配分機能
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? ?
③ 刺激機能
これらの三機能から明らかなように，計画化および国民経済全体の最適化と
個々の企業の利益とし、う社会主義経済にとって根本的な問題と価格は深く関連
する。
表－ 4 工業企業の利潤の動向と配分 (1965～1980)
指 標 1965 1970 1975 1980 
全工業部門の利潤 (100万ルー ブ、ル〉 22,548 55,956 65,941 73,295 
1965年に対する割合 100 248 292 325 
利潤配分の内訳（%）
国家予算への納入 71 62 58 60 
そのうち，生産フォンドへの支払い 17 22 23 
企業保留 29 38 42 40 
そのうち；
基本投資 9 14 10 4 
経済的刺激フォンド 6 14 17 17 
（出所〉 noλ 0 6山． p e 1I. C.φ. TioKpOnHBHOro, 
9KOHOMHKa npOMbIWJieHHOro npo113一
o Ll c T B a , T e x H ik a , 1982, c . 335. 
図－ 1 にみられるように，中央は各部門にとって平均的な原価を規定し，正常
に機能する企業には適正な利潤が留保されるような水準に価格を設定する。他
(6) IT o .l o 6山. p e .l・ C.φ. IloKpOnHBHoro, 3KOH0MHKa 
日 P0 M bl山江 eHHoro npoH3BO.llCTBa, Textti Ka, 19 
82, c. 321. 
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方，企業の側から見ると，利潤と収益性を高めるためには，所与の価格のもと
で，原価の引下げに向かうよう方向づけられる。つまり，高い評価（高収益）
を獲得し自己の企業の利益（経営者にとっては課題の遂行，従業員にとっては
賞与の獲得）を守るために，企業は合理化に努力することになる。
もちろん，現実の社会主義経済・経営管理においては，問題はこれほど単純
ではない。中央と企業の利害の不一致や企業による利己的行動は生じてきた
し，現在もその克服が社会主義国にとって重要な問題となっている。ただ，こ
こで確認しえることは，この問題の解決に関して，価格は重要な地位を占める
ということである。
製 口口 利 j閏 取引税 販 '.l土E"' 費 商 業 費
原 価 販の売費機用関｜｜ 販の利売機潤関 の の利潤
価合格同 （企業〉 の卸売
~ 、、 ， 
卸売価格 、
『 -
小売価格- 』、 ， 
図－ 1 工業製品の価格形成
（出所） C. A. CapKH C 冗 H,n. 3. CTaPHK, 
3 K 0 H 0 M H K a a B H a u H 0 H H O訪日 P 0 M bl山 JI e -
HHOCTH, BbIC山 a兄山 K o JI a , 1985, c . 163. 
(7) 岩田昌征，「社会主義の経済システム」，新評論， 1975,.134～135頁； 岡稔他J社
会主義経済論」，筑摩書房， 1976,.98.頁参照。
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m.電力企業の原価
電力企業においても，他の企業におけると同様，原価は経営管理上重要な機
能をはたす。だが，そこには電力生産・供給における特性が反映される。第l
に，電力は生産と消費が同時であることから，仕掛品や半製品が存在しない。
第2に，負荷の変化は発電所の稼働体制を変化させ，それは発電所の原価に
大きな影響を与える。発電所は，自己の属するエネルギー・システム（上級機
関〉の作業指令部から与えられる操業指令を遵守することを義務づけられてい
る。そのため，負荷変動にともなう原価の上昇・低下については，発電所自身
の責任・功績とは言えない。それゆえ，原価の絶対値だけで経営の優劣が判断
しえない。
第3に，エネルギー・システムは様々なタイプの発電所（火力発電所，水力
発電所，原子力発電所）を擁しており，原価の計算方法や構造もそれぞれ異
なっている。それゆえ，原価の引下げ施策を立案する際には，このような差異
を考慮することが必要となる。
第4に，電力・熱の販売はエネルギー・システムの管理部によって集中的に
行われるために，電力の完全原価はエネルギー・システムで形成される。言い
u凹
かえれば，発電所・供給網企業で形成されるのは，生産・送配原価となる。
(8) 一定地域の発電所と供給網企業を統合した電力経営の基本単位。その階層構造につ
いては，図－ 6.参照。
(9) 例えば，負荷グラフの基礎部分を担当する発電所は，稼働体制も安定し原価も低下
する。他方，ピークを担当する発電所は柔軟な稼働体制を要求され，その結果，原価も
上昇する。だが，このことから，ピークを担当する発電所の経営が，基礎部分を担当す
る発電所の経営より劣っていると判断することはできない。
(10) A. A. LI e p H yx H H, IO. H.φλa KcepMaH, 3KOHOMHKa 
9HepreTHKH CCCP, 3Hepr M兄 ＇ 1975, c. 162 
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以上のような特徴をふまえたうえで，発電所，供給網，エネルギー・システ
ムにおける原価の計算についてみていくことにする。
m-1.発電所の原価
発電所は，熱併給発電所を除けば電力という単一のエネルギー形態を生産す
るだけであるから，単位原価は，総費用を総供給量で割ることによってもとめ
られる。それは，以下のとおりである。
（復水型火力発電所の原価）
? ?
? ?
?
?
?
?
????? ?
日Ton +11 a M十日 3口十日 T p +11 B M十日 y十日 nP 
9BbJp-9cH 
ここで， Z11－総費用， 9oTn一発電所の母線からの供給量， 9 Bbl p一
発電量， 9cH一発電所自身の必要による電力消費，日 Ton－燃料費， Ha 
M一減価償却，日 3n－賃金， MT p一経常修理，日 B M一補助物資， Myー
サービス，日 npーその他の費用
（原子力発電所の原価〉
S 〔 Z11 0 T口＝〔
.:1 0 T n 
J1 T 0 n一（ αaM＋αp eM＋α口 p)K+nNyφ
9BbJp-9CH 
J1 T 0 n ＋αK+l13n 
9BbJp-9cH 
av A. A . q e p H y x1H ' IO. H .φλa KcepMaH, 3KOHOMJ1Ka 
sttepreT11K11 CCCP, 3tteproaTOM!13瓦 aT, 1985, C 
159,170,173，参照。年間生産費（1）のまま計算されているものについて
は，引用者が平均原価の算出式に書きなおした。
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ここで， αaM －減価償却係数（0.06～0.08）， αpeM－経常修理係数
( 0. 2αa M）， αn Pーその他の費用の係数（0.35αaM）， α－総費用を
考慮した係数， K－総投資額， E一定員係数， Ny一規定出力， φ－単位当た
り賃金フォンド（1800～2000ルーブル／人・年〉
（水力発電所の原価〉
?
?
??
? ﹈ ?
??
????? 日a M +11 9 Kc n JI 
3Bbip-3cH 
αa Mφo c H十日 3n十日 nP 
3BbJp-3cH 
ここで， 19 K C口 λ一総操業費， φOc H一固定フォンド
電力と熱という二種類のエネルギーを供給する熱併給発電所においては，生
産費は二種類のエネルギーに配分されねばならない。それは，消費された熱
量，燃料に比例して費用を電力と熱に配分するとし、う物理的方法によってなさ
れる。（表－ 5.参照）。
m-2供給網，エネルギー・システムの原価
供給網においては，単位あたりの原価は計画指標としては採用されず，以下
のように年間操業費が計算（計画）される。
日9c二 (11a M十日 3n) ( 1 ＋α） 
(12）刀. TI. TI an aλK o. r. E. TieK eλM C, 3KOHOM!1Ka 3λe 
K T p 0 3 H e pr e T M可 e CKHX c11cTeM, Bbr山 3 白山 a 冗 山 K
OJI a, 1985, C. 85 
(13) 単位あたりの送配電原価が計画指標として採用されない理由として，次の 2点があ
げられている。
① 送電以外の機能も遂行する基幹供給網の場合，単位送電原価は高められ，供給網
の実際の有効性を示す指標とはなりえない。
② 配電網の場合，供給距離によって単位原価が左右される。
TaM .>Ke, c. 95～9 6.参照。
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表－ 5 熱併給発電所 CT3U)の原価計算様式
費 用 ニ巳 レ メ ン ト 費用の配分
生産段階と原価 燃料 減価 賃金 その他 総計 電力 主丸
償却
燃料輸送，ボイ YI T o n 0.5 0.35 YI K YI k，ヨ YI K. q 
ラー職場費 YI a M 日3n 
2 タービン，電気職 0.45 0.35 YIM YI M，ヨ
場費 YI a M 日3n YIM 
3 発電所の共通費 0.05 0.3 YI n p YI o 日o，ヨ YI o, q 
YI a M 日3日
4 T3日の総費用 YI T O口 YI a M YI 3 n 日日 P L YI 日ョ YI q 
そのうち
5 電力 YI 3 , YI 3 • 日ョ YI 3 • 日ョ
T O口 a M 3 n n P 
6 説L 日q, YI q. YI q. YI q. YI q 
原価 T O口 a M 3口 n P 
7 電力原価（コベイ s 3. s 3. s 3. s 3. S ョ，
カ／kwh) T O口 a M 3口 n P 0 T n 
8 熱原価（ルー ブ、ル／ sq. sq. sq. sq. sq. 
ギガ・ジュール） T O口 a M 3口 n P 0 T n 
注（引用者）
YI T o n一燃料費，日ョ， TO口， Mq, T O口一電力，熱生産に用いた燃料費， S ョ， Ton, S 
q, T 0 n 電力，熱原価における燃料費， Ma M一減価償却費， Mョ， aM, YJq, a M一電力，
熱に配分された減価償却， S3, aM, Sq, aM 電力，熱原価における減価償却費.YI 3日一賃
金費， YI3 • 3 a口， Mq, 3 a口 電力・熱に配分された賃金費， S3,3n,Sq,3n－電力
・熱原価における賃金費， Mn pーその他の費用， YI3，口 P • YI q，口 p 電力・熱に配分された
その他の費用， S3, np, Sq, np－電力，熱原価におけるその他の費用， MK一燃料輸送，ボ
イラー職場の費用， MM タービン，電気職場の費用， Mo一発電所の共通費， Mョ， Mq 電力，
熱生産費， Sョ， OTn, Sqo T口 電力，熱原価， MK，ョ， MK • q－電力・熱に配分された
燃料輸送，ボイラー職場費， MM，ョ－ YIMはすべて電力生産に計上， Mo，ョ， M0, q 電力，
熱に配分された共通費．配分法は以下のとおり．
Bq YI K. 3二日 K,...,, YIK, q=YJ B ~ B 
B 3. B qー電力，熱生産のために消費した燃料
B一燃料の総支出
???????
?
??
??
? ??? ?。
?
? ?? 日o, q=YJo-Yl o，ヨ
（出所） A A.l.Jepttyx11tt,IO.H.φλa KCepMaH, 3KOHOMl1Ka ョー
H e p r e T 1K 1 cc c p. 3 H e p r 0 a T 0 M 13 LI a T. 1985. c. 166. 
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ここで， αーその他の費用を示す係数 co.12) 
生産費に加えて，このようにして算出された送配費をもとにして，エネル
ギー・システムにおける原価（完全原価〉が算出される（表－ 6.参照）
（完全原価〉
Sn 
LI19 c T十ZI1 c十日 0 C H C T 
3 n 0 T p 
ここで， ZI1 9 c Tーエネルギー・システムに属する発電所の生産費， Z
I1 c －送配費， I1ocHcT一総システム費， 3noTp－有効供給量
表－ 6. 電力原価 (1980年水準）、コベイカ／kwh
指標 原価
完全原価 0.98 
発電原価 0.657 
そのうち
火力発電所 0.754 
水力発電所 0.146 
原子力発電所 0.79 
（出所） 1 0 江 p e江. A. M. HeKpacoKa, A. A. Tpo-
H u K 0 [' 0 , 3 H e p ['e T H K H cc c p B 1981-1985 ['O江－
ax, 9HeproH3江 aT , 1981, C . 3 0 2～303；日 oλpe江．
n. r. )KHMePHHa, CoBpeMeHHbie npo6λe M bl 
9HepreTHKH, 9HeproaTOMH3江 aT, 1984, C. 170, 
より作成。
(14) A . A . 4 e p H y xH H , IO,H .φλa KcepMaH, 3KOHOMHKa 
3HepreTHKH CCCP, 3HeproaTOMH3江 aT, ]985, C 
I 7 8 
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m-3.原価の引下げ
電力企業に限らず，あらゆる企業において，経営成果の向上に向けて原価の
表－ 7 費用構造
(a) 工業部門別の費用構造
＼＼＼ 
工業全体 エネルギー 燃料 化学 繊維、冶金
原料，基本物資 62.1 37.4 55.9 58.8 
補 助 物 資 4.3 5.7 6.1 6.5 3.6 
燃 料 3.3 47.5 0.9 1. 5 1.1 
ニ乙 ネ ルギ 一 2.5 0.7 5.4 7.7 1. 9 
滅 価 償 却 8.1 27.2 18.4 13.3 7.0 
賃 金 14.8 11. 4 16.8 11. 7 22.0 
そ の 他 4.9 7.5 15.0 3.4 5.6 
メ口』 計 100.0 100.0 100.0 100. 0 100.0 
(b) エネルギー企業の費用構造
＼＼＼ 
火力発電所、原子 水力発電所 供給網企業
力発電所
燃 料 50～70 
減 価 償 却 28～18 80～85 50～60 
賃 金 10～6 6～8 24～20 
そ の 他 12～6 14～7 26～20 
A 口 計 100 100 100 
（出所） A. A. l.JepHYXHH, IO. H.φ JI a Kc e p Ma H, YK -
a 3 • c O 可., c . 153, 154 
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? 。
引下げが図られる。だが，電力企業の場合，新製品の開発や品目の拡大による
利潤の増大が期待できないため，原価の引下げが利潤増大の唯一の方法となる。
原価の引下げを検討する際には，当該部門の費用構造と生産構造の把握が不
可欠となる。表－ 7から明らかなように，エネルギ一部門の中心的費用は燃料
と減価償却で，それにつぐのが賃金である。さらに，表－ 8から，年々比重は
低下させているものの，依然として火力発電所が生産の中心であることがわか
る。以上の状況から明らかなように，電力部門においては，燃料の節約が原価
引下げにおいて最も重要になる。そのための施策が，設備の近代化（技術水準
表－ 8 出力、発電構造
(a) 出力
1970 1975 1980 1985 
10億ワット % 10億ワット % 10億ワット % 10億ワット % 
火力発電所 133.8 80.6 172.3 79.2 201. 9 75.7 229.1 70.2 
原子力発電所 0.9 0.5 4.7 2.2 12.5 4.7 33.8 10.2 
水力発電所 31.4 18.9 40.5 18.6 52.3 19.6 64.7 19.6 
メ口』 言十 166. l 100 217.5 100 266.7 100 327.6 100 
(b) 発電量
1970 1975 1980 1985 
10億朋I % 10億悶1 % 10億冊 % 10億附l % 
火力発電所 613.0 82.7 892.4 85.8 1037 .1 80.3 1105. 0 70.9 
原子力発電所 3.5 0.5 20.2 2.0 72.9 5.6 220.0 14.3 
水力発電所 124.4 16.8 126.0 12.2 183.9 14.l 230.0 14.8 
ム口 計 740.9 100 1038.6 100 1293.9 100 1555.0 100 
（出所）刀.n. n a瓦 aλK0, r. 5. DeK eλM C, 3KOHOMHK8 9 
λe KTP09HepreT M 可 e CKHX CHCTeM,BbI山 3 白山 a只山K
0λa, 1985, c. 38, 39. 
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の向上）である（燃費の変化については，図－ 2，参照）。
もう一つの重要な方向は，準固定費に属する減価償却と賃金である。
（単g位／k融；費；）j 471 
450 
425 
400 
375 
350 
325 
328 
フランス
300 
275 
250 
225 
200 
1960 1965 1970 1975 1980 年
図－ 2 ソビ、エトおよび先進資本主義国における単位燃費の低下過程
（出所） TI o江 p e江.n. r. 2K11Mep11Ha, CoBpeMeH 
Hbie npo6JieMbI 3HepreTHKH, 3HeproaTo M一
日 3江 aT , 1984, C • 1 0 0 . 
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これらの費用は，出力の利用時間によって規定される。それは，以下のように
示される。
（減価償却〉
S 3 a M
（賃金費〉
S 3 3 n 
I1 3 a Mαa MkN y 
3 CH% 
Nyhy(l-
' J J 100 
αa MR 
3 CH%、
hy(l- ) 
J 100 ノ
J133n＿ φnN y 
3 CH% 
Nyhy(l-φJ J 100 
n 
3 CH% h y (1-
J 100 
ここで， I13 a M一年間の減価償却， αaMー減価償却ノルマ， k－出力
1単位あたりの価値（ノレープル／kw),Ny一規定出力， hy一規定出力
の利用時間， 3oTn－供給電力量， 3cH一発電所自身の必要による電
力消費の割合（%） I1 3 3口一賃金費， φ一平均年間賃金フォンド， n一
定員係数（人／メガワット）
上記の式が意味することは，出力利用時間（h y）が増大すればするほど単
位あたりの賃金費と減価償却が低下するということである（図－ 3.参照〉。こ
のことから，電力部門においては，近代的な設備を導入し，それを可能な限り
有効に稼働させることが原価の引下げ、につながるという，きわめて当然の結論
(15) より巨大な経済性の高い設備を導入することが，単位燃費，定員係数，単位あたり
の投資額を低下させる。つまり，火力発電所，原子力発電所での電力原価を構成する
主要三要素のすべてを引下げることができるのである。 TaM )Ke, c. 181.参
照。
(16) A . A. 4 e p H y x H H , IO, H，φλa KcepMaH, 3KOHOMHKa 
sttepreTHKH CCCP, 3ttepr M兄， 1975, c. 188 
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100万ノレーフ．ノレ／年
140 
120 
100 
80 
60 
40 
20 
0 
2000 
刊↑／KWh
1.2 
1.1 
1.0 
0.9 
0.8 
0.7 
0.6 
2000 
3000 4000 5000 
(a）総生産費
I KWhの原価
操業費
～～～ー一一 7 
燃料費
3000 4000 5000 
(b) 1 KWhの原価
図－ 3 2400メガ・ワットの発電所の操業経済特性
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6000 7000 
所有出力利用時間
(hy) 
6000 7000 
所有出力利用時間
(hy) 
(1トンあたりの燃料価格が18.3ノレー ブ、ルのケー ス〉
（出所） c.江. Ilpy3Hep, 3KOHOMHKa, opraHH3一
a l H H H n JI a H H p 0 B a H H e 3 H e p r e T H l.{ ecK 0 r 0 
n p 0 H 3 B 0 .n: cT B a ' 3 H e p r H H ' 1976' c . 1 2 2 . 
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がでてくるn だが，ソビ、エトのばあい，重要な投資は中央で決定され，また，
発電所の稼働についても，エネルギー・システムからだされる操業指令を遵守
することが義務づけられており，それは必ずしも個々の発電所にとって有利な
操業時間数（h y）をもたらすものではない。このように，原価を左右する要
閃は，必ずしも発電所だけの経営努力によって解決しえるものではない（電力
部門の階層ごとの原価引下げ策については，表－ 9.参照〉。それゆえ，原価引
ドげの程度がそのまま発電所の経営効率を示すものとはならないことが留意さ
れねばならない。
N.電力料金
エネルギー（電力，熱〉料金は，エネルギー・システムのもとで算出された
完全原価をもとに決定される。その決定に際しては，以下の諸原則が考慮され
る
(1) 生産，送配，実現に要した費用を補填しえること。正常に稼働するエネ
ルギ一合同や地区エネルギー管理局に利潤が保証されるものであること。
そして，それは，国家予算や銀行信用への支払い及び経済的刺激フォンド
の形成にとって十分であること。なお，完全原価の水準に応じて，地区エ
ネルギー管理局，エネルギ一合同ごとに料金は異なるものとなる。
(2) 最大負荷の引下げ，昼夜負荷グラフの平準化，出力係数と復水回収率の
向上に向けて需要家を経済的に刺激すること。
(3) 料金を数年間固定し，地区エネルギー管理局とエネルギ一合同を原価引
ドげに向けて刺激すること。
(4) 電力生産が最も安価な地区に，エネルギー集約型の需要家を配置するこ
(1わ A. A. 4epHYXYIH. IO. H，φ刀 a KcepMaH. 3KOMOMY!Ka 
3HereTYIKYI CCCP. 3Hepro aTOMYI3江 a T,1985,c.J 
95～1 9 6 
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と。
表－ 9 電力部門における原価引下げの方法
段 階 施 策
発電所 (1) 設備の稼働体制の最適化
(2) 熱併給発電所のタービンの完全稼働
(3) 設備の近代化
は） 稼働の安定性の向上
(5) 労働・生産の科学的組織原則の導入
(6) より経済的で安価な燃料の利用
(7) 燃料輸送費の引下げ
(8) ブロック方式の導入
供 給 網 (1) 出力の増大
(2) 現行供給網の改革と出力係数向上施策の導入による
損失の減少
(3) 自動化，リモコン化による労働生産性の向上
は） 操業，修理，管理組織の改善
地区エネルギー・ (1) 発電所，供給網の稼働体制の最適化
システム (2) 生産効率の向上（発電所，供給網の近代化と改良）
に関する施策の導入に対する刺激
(3) 計画的・予防的修理の最適化
は） 火力発電所での燃費の引下げ対策
(5) 生産構造，エネルギー・システムの管理局の管理組
織の改善と合理的統合
部 門 (1) エネルギ一生産の集中化にもとづく新技術の導入
(2) 自動化，リモコン化の広汎な導入
(3) 建設，操業組織の改善
(4) 労働生産性の向上
（出所） A. A. 可 ePHYXHH,IO.H.φλa K c e p M a H , YK -
a 3 C 0 LI . C . 180～182. より作成。
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(5) 電力料金水準と燃料価格水準の適切な関係を保証すること。
(6) 需要家に対して最も簡単な計算方法を採用すること。電力使用量の管理
に要するエネルギ一合同と地区エネルギー管理局の費用を引下げること。
(7) 最大出力の利用時間の増大をもたらす工業需要家に対する電力料金の割
引き（図－ 4.参照〉。
(8) エネルギーの送配距離を考慮した料金の設定。
(9) 低ポテンシャルの熱に対する割引きおよびその形態のエネルギーを用い
る需要家の考慮。
上記の原則の大部分は，経済的刺激に関する事項である。それは，合理的な
料金制度によって，需給者双方を効率的な電力経営に向けて経済的に誘導して
いくことを意図するものである。また，もう一つ重要なことは，料金制度のわ
かりやすさである。複雑な料金制度は，供給側に対しては煩雑な計算業務をも
たらし，結果として管理費を増大させる。他方，需要側に対しては，料金算出
法のわかりにくさとし、う不利益をもたらす。それゆえ，料金制度は，刺激効果
と簡明さというこつの要求を調和させねばならない。そこで，ソビ、エトにおい
て実際に採用されている料金制度についてみていくことにする。
ソピ、エトで現在採用されている料金制度は，単一料金率制 Co江 H 0 C T 
a B O可 H bl白 T a p Mφ〉と二重料金率制（且 B YXCTaBOl..JHbl白
T a p Mφ〉である。そこで，両者の特徴についてみていくことにする。
単一料金率制の下では，料金は以下のようにして算出される。
日＝日 99 3 
ここで， u99-lkwhの価格， 3－使用電力量
(18）刀．口. I1 aλaλK O, r. E. I1eK eλM c, YKa3・ CO可. c' 1 0 
5 
熱はすべての需要家に対して単一料金率制が適用される。 TaM )Ke, c. 11 
6 
(19) T a M )!{ e , c . 1 0 5 
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（コベイカ／KWh)
2.3 
2.2 
??
?
』??
2.05 
2.1 
2.0 
~ 
雲1.9
~ 
= 1.8 
H 
1.7 
1.6 
1.5 
6000 hmax 
時間
5500 5000 4500 4000 3500 
※（引用者〉
T _ a Pmax b3口OT p 
＝一一一一＋bPmax hmax 3口O T p hmax 
Pmax－最大－負a-1 KW~こ対する支払額，Tc p一平均料金，
荷， b－消費電力量に対する支払額（コベイカ／KWh),3 no T 
p－消費電力量， hmax－最大負荷利用時間
二重料金率を適用される工業用需要家における図－ 4
最大負荷利用時間と平均料金の関係
（モスクワ・エネルギー・システムの事例）
9 K 0 φJiaKepMaH, H. A. 可ep H y x 1 H ' IO・. A. （出所〉
9 H e p [' 0 a T 0 M M一cc c p' 
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9 H e p [' e T 1 K 1 
1 9 7. c 3江 aT, 1985, 
H 0 M 1 K a 
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この料金制度は，原則の（6）に示された計算の簡単さ・わかりやすさという要
求を十分にみたすものである。だが，料金制度に要求されるもう一つの重要事
項である経済的刺激に欠けるという欠点をもっ。なぜなら，この料金制のもと
では，需要（負荷〉状態の変動が料金算出において考慮、されないため，負荷状
態の改善（負荷グラフの平準化〉に向けて需要家を刺激する機能が働かないか
ω 
らである。それゆえ，この方法は，大口需要家には適用されず，主に小口需要
家および負荷状態の安定した需要家に適用される。具体的には，一般家庭，国
家機関，社会組織，小口工業需要家（750キロ・ボルト・アンペア以下〉，農業
需要家，鉄道，都市交通といった部門である。
他方，大部分の工業需要家に適用される二重料金率制の下では，料金は以下
のように算出される了｝
日二 aP’m a z十 b3
ここで， a－出力 lk wごとに対する基本払い， b－消費電力量 lkwh 
ごとに対する追加払い， P’mαz エネルギー・システムのピークに参
加する各需要家の負荷（各需要家の最大負荷とは異なる〔図－ 5.参
照〕）， 3－消費電力量
この料金制度の特徴は，負荷状態の改善に向けての刺激効果が作用する点で
ある。この制度の下では，需要家にとって，電力料金を節約する方法として使
用電力量の節約とピーク参加のきりつめが考えられる。そして，後者の方法の
採用は，エネルギー・システム全体のピークを切下げ，負荷グラフの平準化や
所有出力の利用時間の増大をもたらす。それは，供給側に稼働体制の改善をも
たらすとともに，需要家にも利益をもたらす（図－ 4.参照）。
??
?
?
?
?
?????
?
， ，
?
，
?
?????? ?
? ?
?
?
?????????
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47 一
負荷
メカ’・ワット Pm~~BM （最大負荷）
Pmax 
6 6 12 18 時
図－ 5 エネルギー・システムの負荷と各需要家の負荷
（出所）刀 .TI.Tia江 aλK0, r. E. TieK eλM C, 3 K 0 H 0 1¥ 
1 K a 9 JI e K T p 0 9 H p r e T 1 l.j e c K 1 x c 1 c T e M ' B bl 
山 9 f1山 a兄山 K Oλa , 1985, c . 1 0 7 
現行の二種類の料金制度によって簡明さと経済的刺激という三つの要求が調
和されてはいるが，今後の改善方向として，以下のような提言がなされている“
(1) 昼夜のゾーン別の料金の差別下（ピーク，半ピーク，夜間）
(23) A. A.可 ePHXYIH,IO.H.φλa KCepMaH, 3KOHOMY!Ka 
sHepreTHKH CCCP, 3HeproaTOMH3江 aT, 1985, C 
199, 20 l，参照c
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(2) 経済的に根拠がある場合，単一料金率制度の適用範囲を拡大する。
(3) エネルギー・システムの電力と熱の実際の完全原価水準を考慮して，周
期的に料金率を改訂する。
(4) 合同エネルギー・システムにカパーされる大規模経済地区ごとに，電力
－熱料金を漸次的に均一化すること。
(5) 供給されるエネルギーの質にもとづく害問｜・割増一覧表の改善。
(6) 最大負荷 1k wに対する支払いと lkwh に対する支払いの関係の安定。
これらの改善の方向は，基本的には，料金制度をよりわかりやすく合理的な
ものにするとし、う要求と経済的刺激効果を強化するいう要求にそうものである。
ただ，ここで注目すべき点は，料金率の均一化の方向が出ている点である。現
在，ソビエトは11の合同エネルギー・システムで全国の発・送・配電をカバー
している。そして，合同エネルギー・システムの下に地区エネルギー・システ
ムが存在し，それが各需要家に実際に電力を供給している。したがって，料金
率は地区エネルギー・システムごとに異なる。だが，地区エネルギー・システ
ムを管理する主体として合同エネギー・システムが存在する以上，供給をうけ
る地区エネルギー・システムが異なっていたとしても，それが同一の合同エネ
ルギー・システムに所属しているならば，需要家は，共通の経営体から電力を
うけとることになる（図－ 6.参照〉。それゆえ，合同エネルギー・システムご
との料金率の均一化は，合理的な改善策といえる。
帥 以下のカテゴリーの需要家の料金率は，すでに全国一律である。
農業－ 1コベイカ／kwh
商業，食堂－ 2コベイカ／kwh
地方機関，大学，駅，病院，学校，幼稚園，託児所－ 3コベイカ／kwh
街燈－ 4コベイカ／kwh
一般家庭－ 4コペイカ／kwh
TaM )!{e, c. 200 
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ソビエト単一エネルギー
システム
合同エネルギー
システム（o3 c) 
地区エネルギー
システム（p3c) 
供給網企業
図－ 6 エネルギー供給の構造
v.ホズラスチョー卜
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ここでは，原価，料金と深く関連するホズラスチョート（経営計算）の電力
企業における適用を検討する：
まず，ホズラスチョートの規定だが，それは，つぎのようになされている。
「ホズラスチョート，それは，社会主義の経済的カテゴリーであり，かつ商品
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－貨幣関係の利用を基礎とし，社会的生産の最大有効性の達成を目的とした重
要な計画的経済管理方法である」と。さらに，ホズラスチョートは，上述の規
定を下に以下のような原則として展開される ~2il
(1) 資源の孤立性（個々の企業，合同に社会的生産手段が固定されているこ
と〉。
(2) 生産一経営上の自立性。
(3) 自己補填，収益性。
(4) 物的関心と責任。
(5) ルーブルによる統制。
上述のような規定，原則をもったホズラスチョートが，電力企業でも採用さ
れる。だが，すでに述べてきたように，電力部門においては，個々の発電所や
供給網企業ではなくエネルギー・システムが自立的経営単位として存在する。
それゆえ，電力部門においては，エネルギー・システムがホズラスチョートの
基本的単位となる。もっとも，このことは，発電所やその内部組織でのホズラ
スチョートの導入を否定しているのではない。むしろ，逆に，内部の小組織へ
もホズラスチョートの導入が行われている。それは，ちょうど他の工業部門
で，企業内（分局，工場，職場，職区，交替班，ブリガーダ，個人〉ホズラス
チョートの導入が行われているのと同じである。
だが，ここで原則と現実の不一致が生じる。原則にしたがえば，ホズラス
(2@ ホズラスチョートの詳細な研究については，大島国雄，「ソヴェト企業の独立採算
制J，森山書店， 1966；小田福男，「ソビ、エト独立採算制理論の展開」，千倉書房， 198
2，参照0
(2ro no江 0 6山・ pe江. c.φ. CToKponHBHoro, YKa3. c O可
c. 3 3 9 
(27) TaM )Ke, c. 340～342 
(2c K. l1. TaKcHp, Ynpa B刀 eHHe npOMbl山 λeHHOCTblO 
CCCP, Bb1c山 a兄山KOλa, 1985, c. 277，参照。
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チョートの単位は経営上の自立性をもっていなければならない。しかし，現実
にホズラスチョートの発展としてホズラスチョートが展開されている職場や職
区，まして個人は経営上の自立’性を持った単位で、はない。これは，ホズラス
チョート規定のもつ二面性に原因があるといえる。規定にあるように，一方で
ホズラスチョートは社会主義の経済カテゴリーである。だが，他方ではホズラ
スチョートは計画的管理手段である。そして，現実の企業経営において深くか
かわってくるのは後者の規定である。管理手段としてのホズラスチョートであ
るならば，それが導入される単位が経営上自立しているか否かは問題ではな
く，ただ，それが計算単位としてなりたてば十分で、ある。なぜ、なら，指標を適
切に選定することができ，その遂行に向けて物的に誘因ができ，その結果が明
確に算出されるのであれば，その単位が法人格を持った企業であるか，あるい
は内部組織または個人で、あるかは問題とならないからである。ホズラスチョー
ト規定をこのように二分して理解することには問題もあろうが現実の企業経営
の一部としてホズラスチョートを考察する際には，このような実務的な解釈も
一定の有用性があると言えよう。そこで，電力企業のホズラスチョートもこの
ような視点からみていくことにする。
電力部門においては，部門（エネルギー・システム〉，供給網企業，発電所に
対してそれぞれ指標が選定される（表－10.参照〉。ここで注目すべき点は，燃
費に関する指標がすべての階層で考慮されていることである。これは，経営レ
ベルに関係なく，燃費の引下げが最重要視されていることを示している。そし
て，この改善に向けて末端企業からエネルギー・システムの管理局まで，物的
に誘因することが図られている。他方，階層による差異は，経営全体の成果を
あらわす指標がエネルギー・システムに集中している点にみられる。すでに述
べたように，販売・決済はエネルギー・システムの管理局によって集中的に行
われる。したがって，利潤，収益性の計算は，個々の発電所や供給網企業では
なくエネルギー・システムで行われる。また，国家との関係に入るのも，発電
所ではなく，エネルギー・システムである。このように自立的な経営単位のみ
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が行いえるような機能（販売，決済，他企業や国家との経済関係締結等）はエ
ネルギー・システムで遂行され，それに対する物的成果（表－11.参照）と責
任もエネルギー・システムが負う。
表－10 電力部門における計画指標
階 層 指 標
発電所 (1) 設備の稼働準備
(2) 供給される電力・熱 1単位あたりの燃費
(3) 発電所自身の必要による電力消費
位） 賃金の総フォンドと労働者・事務員数の上限
(5) 労働生産性の向上
(6) 単位あたりの準固定費
供給網企業 (1) 消費者へのエネルギー供給にともなうエネルギー消
費，あるいはその引下げ施策
(2) 賃金の総フォンドと労働者・事務員数の上限
(3) 単位あたりの準固定費
部 門 (1) 発電量
(2) 供給される 1珊1, 1ギガ・カロリーあたりの燃費
(3) 消費者へのエネルギー供給にともなう電力・熱消費
(4) 賃金の総フォンドと労働者・事務員数の上限
(5) 労働生産性の向上
(6) 総利潤，国家予算への納入額
(7) 単位あたりの準固定費
(8) 基本投資額
(9) 固定フォンドの導入
（出所） T a M )K e , c . 213,214より作成。
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表－1企業の経済的刺激フォンド
経済的刺激 生産発展フォンド 報奨フォンド
フォンドの 社会・文化施策，住 物的報奨フォンド
分類 宅建設フォンド
源泉 利潤控除 物的報奨フォンドの 利潤控除
減価償却 30～50%の範囲内で 労働者の賞与に予定
過剰設備の売却 利潤から控除 されている賃金フォ
ンドの一定部分
用途 投資 住宅，文化・日常生 賞与
新技術の導入 活用施設の建設 一時金
年間の成果に対す
設備の近代化 る賞与
生産組織の改善
競争の成果に対す
る賞与
一時的援助
（出所） T a M .>K e , c . 211.
表－12アメリカとソビ、エトの電力消費構造（%）
1975 1980 
部 門
ソビエト アメリカ ソビエト アメリカ
工 業 58.6 3 9.5 55.2 39.4 
運 輸 7.2 0.2 7.3 0.2 
農 業 5.2 4.2 7.4 4.0 
工業，運輸，農業の総計 71. 0 43.9 69.9 43.6 
サーピス，一般家庭 13.5 44.5 14.3 44.3 
損失，輸出，その他 15.5 11. 6 15.8 12.l 
，企口』 三十 100 100 100 100 
（出所） T. X. Ma pr y刀 O B a，刀. A. TI o江 Y山 K 0' AT O 一
MHbJe 9JieKTP M 可 e CK He CT8HUHH, 3Hepro-
日 3江 aT , 1982, C . 7 . 
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表－13火力発電所の技術－経済指標の変化 (1960～1982)
単位燃費 電力供給の 単位燃費 熱供給の効 所有出力の利用
年
(g／剛〉 効率（%〉 (kg/4.19柑・Jd) 率（%〉 時間（時間／年〉
1960 468 26.3 181. 2 78.9 6013 
1965 415 29.6 178.4 80.1 5803 
1970 367 33.5 175.7 81.4 5423 
1975 340 36.2 173.6 82.5 5721 
1980 328 37.5 173.0 82.7 5692 
1982 327 37.7 172.8 82.8 5637 
（出所） A. A.可ePHYXHH,lO.H.φλa KcepMaH, Y 
Ka 3. C O可. c . 182 
VI.結びにかえて
これまで，ソビ、エトの電力原価と料金について考察してきたが，最後に電力
経済（生産と消費）の発展と料金制度について付言する。
まず，需要側についてみると，これまでソビ、エトの電力需要は工業需要が中
心であった（表一12.参照〉。その結果，比較的安定した負荷グラフを得ること
ができ，所有出力の利用時間数も高く，言わばめぐまれた経営状態にあった。
だが，家電の普及を中心にした一般家庭の電力需要の増大は，負荷の変動を激
しくし負荷の平準化を阻害し，結果として出力利用時間の減少をもたらす（表
-13.参照〉。社会主義国が，今後，高度消費社会に入っていけば，この傾向は
ますます強くなっていくことが予想される。このような状況は，当然料金制度
の改善方向にも反映される。それがWで示された料金の差別化に関する提言で
ある
次に，供給側についてみると，大出力化を中心にしてエネルギー・システム
問の技術格差は縮小しており，それは，エネルギー・システム聞の料金格差の
一54-
縮少をうながす。このように，料金制度は，電力企業をとりまく経済環境に適
切に対応していくことを要求されており，現状では，料金の均一化と差別化と
いう一見対立する 2つの方向が示されている。
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